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2025年4月28日

● 今週の主要経済指標と政治スケジュール

出所） 各種情報、Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

注） （日）は日本、（米）は米国、（欧）はユーロ圏、（英）は英国、
（独）はドイツ、（仏）はフランス、（伊）はイタリア、
（豪）はオーストラリア、（中）は中国、（伯）はブラジルを指します。
日程および内容は変更される可能性があります。

★は特に注目度の高いイベント

情報提供資料

米政権の姿勢軟化を好感も、先行きへの慎重な見方は崩れず

4/28 月
★ （加） 総選挙

4/29 火
★ （米） 3月 雇用動態調査（JOLTS、求人件数）

2月：756.8万件、3月：（予）750.0万件

★ （米） 4月 消費者信頼感指数（ｺﾝﾌｧﾚﾝｽ･ﾎﾞｰﾄﾞ）

3月：92.9、4月：（予）87.6

（欧） 4月 経済信頼感指数

3月：95.2、4月：（予）94.5

4/30 水
（日） 日銀 金融政策決定会合（～5月1日）

無担保コール翌日物金利：

　　　　　0.50%→（予）0.50%

★ （米） 1-3月期 実質GDP（速報、前期比年率）

10-12月期：+2.4%、1-3月期：（予）+0.4%

★ （米） 3月 PCE（個人消費支出）ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ（前年比）

総合　2月：+2.5%、3月：（予）+2.2%

除く食品･エネルギー

　　　　2月：+2.8%、3月：（予）+2.6%

（欧） 1-3月期 実質GDP（前期比、速報）

10-12月期：+0.1%、1-3月期：（予）+0.2%

（中） 4月 製造業PMI（政府）

3月：50.5、4月：（予）49.8

（他） 日米関税交渉（米ワシントン、～5月2日）

5/1 木
（日） 経済･物価情勢の展望（展望レポート）

★ （日） 植田日銀総裁 記者会見

★ （米） 4月 ISM製造業景気指数

3月：49.0、4月：（予）48.0

5/2 金
★ （米） 4月 労働省雇用統計

非農業部門雇用者数（前月差）

3月：+22.8万人、4月：（予）+13.0万人

平均時給（前年比）

3月：+3.8%、4月：（予）+3.9%

失業率

3月：4.2%、4月：（予）4.2%

（欧） 4月 消費者物価（前年比、速報）

総合　3月：+2.2%、4月：（予）+2.1%

除く食品･エネルギー･アルコール･タバコ

　　　　3月：+2.4%、4月：（予）+2.5%

■ 貿易摩擦激化への警戒はピークアウトへ

米政権が中国との通商協議に柔軟な姿勢を示したこと

や、トランプ米大統領がパウエル連邦準備理事会(FRB)議

長の解任を否定したことから、先週の金融市場では安堵

感が広がり、世界の主要株価指数は軒並み反発しまし

た。関税政策を巡る米中対立は最悪期を脱しつつあり、

米通商政策が現実路線化するとの期待から、下値固めに

動きながらも、各国との関税交渉の進展や最終的な関税

率等が依然見通し難い点を鑑みると、不規則なトランプ

米大統領の言動に一喜一憂する展開は継続しそうです。

■ 世界景気の不透明感は当面相場の重しか

関税政策を巡る警戒がやや和らぐ一方、米国を筆頭に

世界経済の先行き不透明感は依然高く、金融市場の圧迫

要因となっています。米政権発の貿易戦争の影響は、5月

初めにも実体経済に波及し始めると見込まれ、今後は実

際の景気減速度合いも大きな焦点となりそうです。国際

通貨基金(IMF)は22日、2025年の世界の成長率見通しを大

きく下方修正。米欧の4月購買担当者景気指数(PMI､23日)

は低下基調が鮮明となり、米欧株を中心に企業の業績予

想は下方修正が急増しています。今週は、日銀の金融政

策決定会合や、米雇用統計等多くの重要な経済指標発表

が予定される他、日米の企業決算発表も本格化。5月6‐7

日には米連邦公開市場委員会(FOMC)が控えます。先行き

懸念払しょくには未だ時間を要するとみられ、目先市場

の慎重姿勢は残り、米関税政策の影響や景気後退リスク

を精査する神経質な状況が続く見込みです。(吉永)

● 企業業績予想は下方修正が増加

出所）LSEGより三菱UFJアセットマネジメント作成

注）アナリスト予想の変化を指数化。
直近値は2025年4月25日、4週移動平均。

日米独 リビジョン・インデックス
(12カ月先業績予想)

※次号は5月12日号となります。
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金融市場の動向

● 株式市場の動き

● 長期金利（10年国債利回り）の動き

● 為替相場の動き

出所） MSCI、S&P、Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成 出所）Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

● 主要金融市場の動き（直近1週間）
※騰落幅および騰落率は直近値の1週間前比

注）上記3図の直近値は2025年4月25日時点。
当該日が休場の場合は直近営業日の値を記載。

注）MSCI WORLD、MSCI EM、S&P先進国REIT指数は米ドルベース。
原油は1バレル当たり、金は1オンス当たりの価格。
騰落幅、騰落率ともに2025年4月18日対比。
当該日が休場の場合は直近営業日の値を使用。

4月25日 騰落幅 騰落率%

日本 日経平均株価 （円） 35,705.74 975.46 2.81

TOPIX 2,628.03 68.88 2.69

米国 NYダウ （米ドル） 40,113.50 971.27 2.48

S&P500 5,525.21 242.51 4.59

ﾅｽﾀﾞｯｸ総合指数 17,382.94 1,096.49 6.73

欧州 ｽﾄｯｸｽ・ﾖｰﾛｯﾊﾟ600 520.45 14.03 2.77

ドイツ DAX®指数 22,242.45 1,036.59 4.89

英国 FTSE100指数 8,415.25 139.59 1.69

中国 上海総合指数 3,295.06 18.33 0.56

先進国 MSCI WORLD 3,618.48 142.42 4.10

新興国 MSCI EM 1,097.10 28.51 2.67

4月25日 騰落幅 騰落率%

先進国 S&P先進国REIT指数 253.76 1.59 0.63

日本 東証REIT指数 1,703.17 -12.41 ▲0.72

4月25日 騰落幅

日本 1.335 0.050

米国 4.237 -0.089 

ドイツ 2.469 -0.003 

フランス 3.188 -0.053 

イタリア 3.574 -0.071 

スペイン 3.123 -0.048 

英国 4.479 -0.087 

カナダ 3.175 0.040

オーストラリア 4.236 -0.048 

4月25日 騰落幅 騰落率%

米ドル 143.67 1.49 1.05

ユーロ 163.30 1.33 0.82

英ポンド 191.23 2.22 1.18

カナダドル 103.74 1.05 1.02

オーストラリアドル 91.90 1.26 1.39

ニュージーランドドル 85.75 1.26 1.49

中国人民元 19.703 0.224 1.15

シンガポールドル 109.312 0.861 0.79

インドネシアルピア（100ﾙﾋﾟｱ） 0.8539 0.0115 1.37

インドルピー 1.6848 0.0178 1.07

トルコリラ 3.730 0.002 0.06

ロシアルーブル 1.7407 0.0023 0.13

南アフリカランド 7.665 0.117 1.56

メキシコペソ 7.366 0.159 2.20

ブラジルレアル 25.271 0.788 3.22

4月25日 騰落幅 騰落率%

原油 WTI先物 （期近物） 63.02 -1.66 ▲2.57

金 COMEX先物 （期近物） 3,282.40 -26.30 ▲0.79

株式

為替（対円）

10年国債利回り

商品

リート

（単位：ポイント）

（単位：%）

（単位：円）

（単位：米ドル）

（単位：ポイント）
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【図1】日米金利差縮小に伴い円高米ドル安基調が持続

出所）LSEG、Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

■ 米国発の不安材料和らぎ国内株は底固めへ

先週の国内株は底堅さを増す流れでした。米財務長官

が米中通商協議進展の可能性に言及、またトランプ大統

領がパウエル米連邦準備理事会（FRB）議長解任を否定

したことなどが好感されました。日米間でも17日の通商

交渉初会合に続き、24日の財務相会合を無難に消化、市

場に安心感を与えました。トランプ関税やFRB議長解任

を巡る市場の混乱は一旦小康状態になった印象です。

他方、米ドル円相場は円高が進行、4月22日に一時1米

ドル139円89銭と、昨年9月の139円58銭（Bloomberg集計

のザラバ）に迫る場面もありました（図1）。トランプ政

権による経済運営への不透明感、およびそれに伴う米ド

ル信認低下（米ドル安）に押された格好でしたが、米株

式･債券市場の沈静化に伴い、円高も一巡した模様です。

■ 国内製造業の生産見通しは悪化しているか

ただし、対米通商交渉への期待は希望的観測の域を出

ておらず、7月上旬の相互関税上乗せ分発動猶予期限まで

の動向を注意深く見る必要があります。また2月以降、米

国が発動済みの関税措置やそれに対する一部国の報復措

置など、関税戦争による実体経済への影響が今後表面化

すると見られるなか、真の正念場はこれからでしょう。

先週公表された日本の4月購買担当者景気指数（PMI）

は総合51.1と安定、サービス業が52.2と堅調でしたが、製

造業は48.5と停滞感が目立ちました。今週は3月鉱工業生

産が公表されますが、市場の関心は4-5月の同生産予測に

あると言えます（図2）。特に、米国が4月3日発動済の自

動車への25%関税、5月3日発動予定の同部品への25%関

税などを見越した、自動車産業の予測変化に注目です。

■ 日銀は利上げを急がない姿勢を示唆するか

国内景気への不透明感が高まるなか、もう一つの焦点

が日銀の動向です。3月春闘結果（2年連続5%賃上げの公

算大）後は、金利正常化機運が高まったものの、米国関

税発動後の金融市場混乱もあり、今週4月30日からの金融

政策決定会合（5月1日結果公表）では、政策金利据え置

き（無担保コール翌日物金利は0.50%）が濃厚です。

注目は同日公表の経済･物価情勢の展望（展望レポー

ト）での経済見通しや植田総裁記者会見から、金利正常

化姿勢の修正が示唆されるかです（図3）。市場では今年

秋にも追加利上げ実施との見方があります。物価高要因

として警戒感を強めていた円安圧力が後退するなか、景

気見通しの慎重化が確認されれば、利上げ観測の後退を

通じ、国内金利上昇の動きも鈍るとみます。（瀧澤）

日米金利差と米ドル円相場

注）凡例（2024年の円安値）はザラバベース（Bloomberg集計）。
直近値は2025年4月25日（週次）。

【図2】米国関税発動後の生産見通しの変化に注目

出所）経済産業省より三菱UFJアセットマネジメント作成

日本 鉱工業生産（業種別）

注）指数化は三菱UFJアセットマネジメント。
直近値は2025年2月までが実績、
同年3-4月は製造工業生産予測指数で延伸。

【図3】日銀の金利正常化路線は堅持か？修正か？

出所）日本銀行より三菱UFJアセットマネジメント作成

日銀 経済･物価情勢の展望での見通し中央値
（上段：2025年1月、下段：2024年10月）

注）日銀政策委員見通しの中央値。
2025年4月は2025-2027年度見通しを公表予定。

日本 不確実性の高まりを踏まえ、日銀は金利正常化路線の修正に動くか？
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米国 米政権は関税に対する姿勢を軟化、5月FOMCは金利据え置きの見込み

■ 関税緩和に向けた言動が目立つ１週間に

先週のS&P500は週間で+4.6%と上昇しました。トラン

プ米大統領がパウエル米連邦準備理事会(FRB)議長の解

任計画を否定したことや、通商政策において米政権が強

硬姿勢を緩和させたことなどが好感されました。

先週、ベッセント米財務長官は、関税を巡る米中対立

は持続可能ではなく、緊張緩和の道筋を見つけなければ

ならないと言及。また、トランプ米大統領は、中国と合

意へ向けた協議をしていると主張するなど、通商面での

米中対立緩和が期待される発言が相次ぎました(図1)。中

国以外では、インド・韓国・日本などとの交渉進展が言

及されました。米政権は「原則面での合意と実務面」の2

段階で交渉を進める方針を示しており、当面は各国との

大枠での合意が見られるかに注目が集まります。

他方、関税を巡る目先の予定としては、5月3日に米国

による自動車部品への25%の関税が発動見込みです。

■ 5月FOMCに向けたブラックアウト期間へ

今週は、5月6-7日開催の米連邦公開市場委員会(FOMC)

に向けたブラックアウト期間 (FRB高官の発言禁止 )で

す。足元の金利先物市場では、5月会合は金利据え置き、

6月以降での利下げが織り込まれています(図2)。

先週のFRB高官の発言では、クリーブランド連銀のハ

マック総裁は、データ次第では6月に政策変更の可能性が

あるとの認識を表明も、5月会合での利下げの可能性を否

定。ウォラーFRB理事は、労働市場が顕著に悪化した場

合に措置を講じる可能性に言及も、7月までに関税が経済

に大きな影響を与えるとは考えていないとするなど、5月

会合での利下げには距離があることが示唆されました。

労働市場を巡っては、5月2日に4月雇用統計が公表。相

互関税発動後のデータとなるものの、失業保険の受給者

数は低水準で推移するなど、依然として労働市場の底堅

さを示すとみられ(図3)、5月会合で利下げに踏み切る材

料になる可能性は低いとみています。同会合では、パウ

エルFRB議長が、6月や7月会合での利下げに対し柔軟性

を持たせる姿勢を見せるかに注目しています。

その他の経済指標では、29日に4月消費者信頼感が公表

され、相互関税発動を受けた心理悪化が確認される見込

み。30日の1-3月期実質GDPは、1-2月に低調であった個

人消費や、関税前の駆け込みによる輸入増加(純輸出減

少)などが重石となり、前期比年率+0.4%(前期:+2.4%)と

減速が予想されています。5月1日のISM製造業景気指数

では、生産や新規受注などに加え、価格指数や関税を受

けた業種毎の企業のコメントにも注目です。 (今井)

【図1】週を通じて関税交渉に関する言及が多数

【図3】労働市場は4月も底堅さを維持する見込み

米国 貿易交渉を巡る要人発言と報道（先週）

米国 失業率と失業保険継続受給者数

注）2025年4月26日。対中国の内容を中心に抜粋し概要を記載。
赤い網掛けは対立緩和や関税措置緩和を示唆する内容。

出所）各種報道より三菱UFJアセットマネジメント作成

注）直近値は失業率が2025年3月、
失業保険継続受給者数は同年4月11日終了週。

出所）米労働省より三菱UFJアセットマネジメント作成

【図2】市場は6月FOMC以降での利下げを織り込む

米国 2025年の利下げ回数
（市場の織り込みとFOMC見通し）

注）直近値は2025年4月25日。利下げ回数の織り込みは、FF金利先物にて算出。
1回の利下げ幅を0.25%ptと仮定し、誘導レンジの中央値を基準に計算。

出所）Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成
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日付 発信元 内容

米財務長官 関税を巡る米中対立は持続不可能で、緊張緩和の道へ

米大統領 対中関税は大幅に下がるだろうがゼロにはならないだろう

報道 米政権が対中関税引き下げ（50-65%程度へ）検討

米財務長官 大統領は対中関税引き下げを一方的に提案したことはない

米大統領 貿易を巡る中国との政府間交渉は進行中

中国政府 貿易合意の成立を目指した米中交渉を否定

米大統領 中国と協議実施、中国の習近平国家主席より電話

米大統領 各国との関税交渉は今後3週間から4週間で終わる

米大統領 上乗せ関税適用の猶予期間を延長する可能性は低い

米大統領 中国が何かを米国に提供しない限り関税を引き下げない

報道 中国政府が米輸入品への関税の一部品目除外を検討

米通商代表部 各国と「代替的で相互的な貿易の取決め」を協議

26日 中国政府 米国との交渉が進行中であることを否定

24日

25日

22日

23日
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出所）S&Pグローバルより三菱UFJアセットマネジメント作成

■ 景況感指標はユーロ圏景気の
一段の減速を示唆

22日に公表されたユーロ圏の4月消費者信頼感指数(速

報値)は▲16.7と、事前予想(同▲15.5)を下回って悪化し､

米関税政策等を受けた先行き不透明感が、消費者心理を

一段と圧迫した模様です(図1)。また、23日に公表された

ユーロ圏の4月総合購買担当者景気指数(PMI、速報値)も

50.1と、辛うじて好不況の分かれ目とされる｢50｣を上回

るも悪化し、景気停滞感の強まりを示唆しました。製造

業PMIは48.7と、ドイツの財政拡張への期待や米関税政

策に伴う駆け込み需要等を背景に予想外の小幅改善を示

す一方、サービス業PMIは49.7と大きく悪化。サービス

業も新規輸出受注指数は上昇したものの、新規事業指数

は悪化し、内需の弱さを確認する結果となりました(図

2)。また、製造業･サービス業ともに、生産見通し指数

は低下。駆け込み需要の一服や先行き不透明感の強まり

から企業活動が一層弱含む可能性が高まっています。

■ ユーロ圏のインフレ鈍化は継続か、
ECBはディスインフレリスクに意識

23日に欧州中央銀行(ECB)が公表した賃金トラッカー

は(図3)、賃金上昇率が年末にかけて着実に鈍化していく

とのECBの想定に整合的。また、ユーロ圏の4月サービ

ス業PMIの価格指数も低下し、インフレ圧力の緩和を示

唆しました。5月2日に公表が予定されるユーロ圏の4月

消費者物価(速報値)は伸び率の更なる鈍化が予想されて

います。22日にラガルドECB総裁は、インフレ率の物価

目標回帰はほぼ達成しつつあるとの見解を示しました。

しかし、米関税政策等を受けて経済情勢はより不安定

化していることから、政策運営の柔軟性を改めて強調。

翌日には、関税措置の影響は極めて不透明としつつも、

ユーロ圏にとって関税措置による物価への影響は、イン

フレ的というよりもディスインフレ的となる可能性に言

及しました。過剰生産を抱える中国が輸出先を欧州へ向

けることによる価格抑制効果を意識した模様です。また

フィンランド中銀のレーン総裁は、ECBの最新の予想で

はインフレ率が物価目標を大きく下回る可能性を示唆し

ていると言及。オランダのクノット総裁も、ユーロ高の

進行やエネルギー価格の下落、米関税政策の影響により

インフレ率が3月時点の予想よりも速いペースで低下す

る可能性を指摘しました。ユーロ圏のディスインフレリ

スクは高まりつつあり、ECB高官も中立水準を下回る領

域への利下げ継続を意識しつつある模様です。ECBは、

6月会合で中銀預金金利を2.0%へ引き下げた後の7月会合

でも利下げを継続する可能性が高まっています。(吉永)

【図1】ユーロ圏 消費者心理は悪化し、
支出への慎重化を示唆

【図2】ユーロ圏 サービス業部門の新規事業指数は
大きく悪化、内需の弱まりを反映

【図3】ユーロ圏 賃金上昇率は着実に低下へ、
サービスインフレは鈍化基調を維持か

ユーロ圏 サービス業PMI
(新規輸出受注と新規事業指数)

出所）Eurostar、ECBより三菱UFJアセットマネジメント作成

注）直近値は2025年4月(速報値)。

出所）欧州委員会より三菱UFJアセットマネジメント作成

注）直近値は2025年4月(速報値)。

ユーロ圏 賃金上昇率と
ECB賃金トラッカー(前年比)

注）直近値は妥結賃金が2024年10₋12月期、
賃金トラッカーが2025年4月23日公表。



巻末の「本資料に関してご留意頂きたい事項」
および「本資料中で使用している指数について」を必ずご覧ください。

投資環境ウィークリー 2025年4月28日号WW

インドネシア ルピアが史上最安値を更新する中で政策金利を据え置き
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【図1】今年1月の利下げ後に3回連続で金利据え置き

出所）インドネシア銀行(BI)、CEICより三菱UFJアセットマネジメント作成

■ 景気を支援するための利下げを先送り

資本流出と通貨の下落に見舞われるインドネシア。当

局は落ち着いた物価の下でも政策金利をやや高い水準に

据え置き、為替相場が安定化するのを待っています。

先週23日、インドネシア銀行(BI)は政策金利を5.75%に

維持。今年1月の利下げ後に3回連続で金利を据え置きま

した(図1)。政策声明は、今回の決定は(a)物価目標の達

成、(b)ルピア相場の安定の維持、(c)景気の支援に沿った

ものと記述。足元の物価は落着いており、景気の下振れ

が懸念される中で利下げを行って景気を支えたいもの

の、ルピア相場が不安定なため利下げを見送ったことが

うかがえます。声明は、足元の物価は落着いており(図

2)、今年から来年にかけて目標内(+1.5-3.5%)で推移する

だろうとしました。BIは今年の世界経済の成長率予想を

+3.2%から+2.9%に下方修正し、自国の成長率も+4.7-

5.5%の予想レンジの中央値をやや下回るだろうと声明に

記述。米関税率の引き上げが自国の対米輸出を押し下げ

ることに加え、中国など主要な輸出先の景気悪化の影響

に言及しました。声明は、ルピアが強い下押し圧力にさ

らされたため、為替介入等を行って相場の安定化を図っ

たと記述。米国による相互関税適用の公表に伴う世界的

な市場混乱の中で、ルピアは一時急落しました(図3)。

■ ルピア安定化を待ち6月以降に利下げ再開か

断食明け大祭(レバラン)休暇明け前日4月7日の海外

市場では、ルピアが一時1米ドル17,224ルピアへ急落し史

上最安値を更新。パニック的なルピア売りの動きが広が

る中で、BIは海外為替先物(NDF)市場でのドル売り介入

に踏み切ました。ルピアは4月初来25日に対米ドルで

▲1.1%と主要アジア通貨で最低の騰落率。(a)現政権下で

の財政悪化の懸念、(b)ルピア相場変動の高まりへの警戒

感、(c)季節的な経常収支の悪化などが背景とみられま

す。4月から6月にかけては国内企業の対外配当支払いが

集中し経常赤字が季節的に拡大。景気見通しが悪化する

中で今年は配当の再投資が限定的となり、国際収支の例

年以上の悪化が当面のルピアの重しとなりそうです。

BIの政策声明は、今後も物価と景気の動向を注視しつ

つ金融緩和の余地を探ると記述。ルピア相場が安定すれ

ば、政策金利を引き下げて景気を支える構えとみられま

す。BIは国際金融市場の動向を注視つつ、対外配当支払

いによる経常収支の季節的な悪化のピークが過ぎるのを

待つ見込み。今後、米国による利下げ再開の見通しが強

まりルピアへの下押し圧力が和らげば、今年6月または7

月から年末にかけて累計0.75%ptの利下げを行って政策金

利を5%へ引き下げると予想されます。（入村）

【図2】総合物価とコア物価とも落着いた動き

【図3】ルピアは米相互関税公表後に史上最安値を更新

出所）インドネシア銀行(BI)、Bloombergより
三菱UFJアセットマネジメント作成

出所）インドネシア中央統計局(BPS)、CEICより
三菱UFJアセットマネジメント作成

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

16,000

17,000700

800

900

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

1,600

2012 2014 2016 2018 2020 2022 2024

ルピア相場 (線:右軸)

（為替相場と外貨準備

直近値：2025年4月25日

(年)

（ (ﾙﾋﾟｱ/米ﾄﾞﾙ)

外貨準備(棒:左軸)
直近値：2025年3月

ルピア高
↕

ルピア安

(億米ﾄﾞﾙ)

-1

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

2012 2014 2016 2018 2020 2022 2024

総合物価

コア物価

消費者物価の前年比 (月次)(%)

注）コア物価:生鮮食品と管理

価格品目(燃料、電力等)を除く

直近値は2025年3月

(年)



巻末の「本資料に関してご留意頂きたい事項」
および「本資料中で使用している指数について」を必ずご覧ください。

投資環境ウィークリー 2025年4月28日号WW

7

出所） 各種情報、 Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

主要経済指標と政治スケジュール

注）（日）日本、（米）米国、（欧）ユーロ圏･EU、（独）ドイツ、（仏）フランス、（伊）イタリア、 （英）英国、（豪）オーストラリア、（加）カナダ、
（中）中国、（印）インド、（伯）ブラジル、（露）ロシア、（他）その他、を指します。NAはデータなし。日程および内容は変更される可能性があります。

※ 塗りつぶし部分は今週、（*）は未定

4/21 月 （独） 4月 ifo企業景況感指数 （欧） 1-3月期 実質GDP（前期比、速報）

（米） 3月 景気先行指数（前月比） 3月：86.7、4月：86.9 10-12月期：+0.1%、1-3月期：（予）+0.2%

2月：▲0.2%、3月：▲0.7% （他） 日米財務相会談（米ワシントン） （独） 1-3月期 実質GDP（前期比、速報）

（中） LPR（優遇貸付金利）発表 10-12月期：▲0.2%、1-3月期：（予）+0.2%

1年物：3.10%→3.10% 4/25 金 （独） 4月 失業者数（前月差）

5年物：3.60%→3.60% （日） 4月 消費者物価（東京都区部、前年比） 3月：+2.6万人、4月：（予）+1.5万人

総合　3月：+2.9%、4月：+3.5% （独） 4月 消費者物価（EU基準、速報、前年比）

4/22 火 除く生鮮　3月：+2.4%、4月：+3.4% 3月：+2.3%、4月：（予）+2.1%

（日） 3月 基調的なインフレ率を捕捉するための指標 除く生鮮･エネルギー （仏） 1-3月期 実質GDP（前期比、速報）

（米） ジェファーソンFRB副議長 講演 　　　　　　3月：+2.2%、4月：+3.1% 10-12月期：▲0.1%、1-3月期：（予）+0.1%

（米） クーグラーFRB理事 講演 （米） 4月 消費者信頼感指数（ミシガン大学、確報） （伊） 1-3月期 実質GDP（速報、前期比）

（米） テスラ 1-3月期決算発表 3月：57.0、4月：52.2（速報：50.8） 10-12月期：+0.1%、1-3月期：（予）+0.2%

（欧） 4月 消費者信頼感指数（速報） （米） 4月 期待インフレ率（ミシガン大学、確報） （豪） 1-3月期 消費者物価（前年比）

3月：▲14.5、4月：▲16.7 1年先 10-12月期：+2.4%%、1-3月期：（予）+2.3%

（他） IMF（国際通貨基金）世界経済見通し 　3月：+5.0%、4月：+6.5%（速報：+6.7%） （豪） 3月 月次消費者物価（前年比）

5-10年先 2月：+2.4%、3月：（予）+2.2%

4/23 水 　3月：+4.1%、4月：+4.4%（速報：+4.4%） （中） 4月 製造業PMI（政府）

（日） 4月 製造業PMI（速報） （英） 3月 小売売上高（前月比） 3月：50.5、4月：（予）49.8

3月：48.4、4月：48.5 2月：+0.7%、3月：+0.4% （中） 4月 非製造業PMI（政府）

（日） 4月 サービス業PMI（速報） 3月：50.8、4月：（予）50.7

3月：50.0、4月：52.2 4/28 月 （中） 4月 製造業PMI（財新）

（米） ベージュブック（地区連銀経済報告） （加） 総選挙 3月：51.2、4月：（予）49.8

（米） ウォラーFRB理事 講演 （印） 3月 鉱工業生産（前年比） （他） 日米関税交渉（米ワシントン、～5月2日）

（米） 3月 新築住宅販売件数（年率） 2月：+2.9%、3月：（予）+3.3%

2月：67.4万件、3月：72.4万件 5/1 木
（米） 4月 製造業PMI（速報） 4/29 火 （日） 経済･物価情勢の展望（展望レポート）

3月：50.2、4月：50.7 （米） 2月 S&Pｺｱﾛｼﾞｯｸ/ｹｰｽ･ｼﾗｰ住宅価格 （日） 植田日銀総裁 記者会見

（米） 4月 サービス業PMI（速報） 　　　　（20大都市平均、前年比） （日） 4月 消費者態度指数

3月：54.4、4月：51.4 1月：+4.67%、2月：（予）+4.70% 3月：34.1、4月：（予）NA

（米） IBM 1-3月期決算発表 （米） 3月 雇用動態調査（JOLTS、求人件数） （米） 3月 建設支出（前月比）

（米） ボーイング 1-3月期決算発表 2月：756.8万件、3月：（予）750.0万件 2月：+0.7%、3月：（予）+0.2%

（米） テキサス･インスツルメンツ 1-3月期決算発表 （米） 4月 消費者信頼感指数（ｺﾝﾌｧﾚﾝｽ･ﾎﾞｰﾄﾞ） （米） 4月 人員削減数（前年比）

（欧） 4月 製造業PMI（速報） 3月：92.9、4月：（予）87.6 3月：+204.8%、4月：（予）NA

3月：48.6、4月：48.7 （米） GM 1-3月期決算発表 （米） 4月 ISM製造業景気指数

（欧） 4月 サービス業PMI（速報） （米） ビザ 1-3月期決算発表 3月：49.0、4月：（予）48.0

3月：51.0、4月：49.7 （欧） 3月 マネーサプライ（M3、前年比） （米） 新規失業保険申請件数（週間）

（独） 4月 製造業PMI（速報） 2月：+4.0%、3月：（予）+4.0% 4月19日終了週：22.2万件

3月：48.3、4月：48.0 （欧） 4月 経済信頼感指数 4月26日終了週：（予）22.5万件

（独） 4月 サービス業PMI（速報） 3月：95.2、4月：（予）94.5 （米） アップル 1-3月期決算発表

3月：50.9、4月：48.8 （独） 5月 GfK消費者信頼感指数 （米） アマゾン･ドットコム 1-3月期決算発表

（英） 4月 製造業PMI（速報） 4月：▲24.5、5月：（予）▲25.7 （中） 労働節（5月5日まで市場休場）

3月：44.9、4月：44.0

（英） 4月 サービス業PMI（速報） 4/30 水 5/2 金
3月：52.5、4月：48.9 （日） 日銀 金融政策決定会合（～5月1日） （日） 3月 失業率

（豪） 4月 製造業PMI（速報） 無担保コール翌日物金利： 2月：2.4%、3月：（予）2.4%

3月：52.1、4月：51.7 　　　　　0.50%→（予）0.50% （日） 3月 有効求人倍率

（豪） 4月 サービス業PMI（速報） （日） 3月 小売業販売額（前年比） 2月：1.24倍、3月：（予）1.25倍

3月：51.6、4月：51.4 2月：+1.3%、3月：（予）+3.6% （米） 4月 労働省雇用統計

（印） 4月 製造業PMI（速報） （日） 3月 鉱工業生産（速報、前月比） 非農業部門雇用者数（前月差）

3月：58.1、4月：58.4 2月：+2.3%、3月：（予）▲0.8% 3月：+22.8万人、4月：（予）+13.0万人

（他） インドネシア　金融政策決定会合（結果公表） （米） 1-3月期 実質GDP（速報、前期比年率） 平均時給（前年比）

7日物ﾘﾊﾞｰｽ･ﾚﾎﾟ金利：5.75%→5.75% 10-12月期：+2.4%、1-3月期：（予）+0.4% 3月：+3.8%、4月：（予）+3.9%

（他） G20財務相・中央銀行総裁会議 （米） 1-3月期 雇用コスト指数（前期比） 失業率

　　　　　　（米ワシントン、～24日） 10-12月期：+0.9%、1-3月期：（予）+0.9% 3月：4.2%、4月：（予）4.2%

（米） 3月 個人所得･消費（前月比） （米） エクソン･モービル 1-3月期決算発表

4/24 木 所得　2月：+0.8%、3月：（予）+0.4% （米） シェブロン 1-3月期決算発表

（日） 3月 企業向けサービス価格（前年比） 消費　2月：+0.4%、3月：（予）+0.6% （欧） 3月 失業率

2月：+3.2%、3月：+3.1% （米） 3月 PCE（個人消費支出）ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ（前年比） 2月：6.1%、3月：（予）6.1%

（米） 3月 製造業受注 総合　2月：+2.5%、3月：（予）+2.2% （欧） 4月 消費者物価（前年比、速報）

（航空除く非国防資本財、前月比、速報） 除く食品･エネルギー 総合　3月：+2.2%、4月：（予）+2.1%

2月：▲0.3%、3月：+0.1% 　　　　2月：+2.8%、3月：（予）+2.6% 除く食品･エネルギー･アルコール･タバコ

（米） 3月 中古住宅販売件数（年率） （米） 3月 中古住宅販売仮契約指数（前月比） 　　　　3月：+2.4%、4月：（予）+2.5%

2月：427万件、3月：402万件 2月：+2.0%、3月：（予）+1.0% （豪） 3月 小売売上高（前月比）

（米） 新規失業保険申請件数（週間） （米） 4月 ADP雇用統計（民間雇用者数、前月差） 2月：+0.2%、3月：（予）+0.4%

4月12日終了週：21.6万件 3月：+15.5万人、4月：（予）+12.4万人

4月19日終了週：22.2万件 （米） 4月 シカゴ購買部協会景気指数 5/3 土
（米） アルファベット 1-3月期決算発表 3月：47.6、4月：（予）46.0 （米） 自動車部品への25%関税発動（予定）

（米） P&G 1-3月期決算発表 （米） メタ･プラットフォームズ 1-3月期決算発表

（米） インテル 1-3月期決算発表 （米） マイクロソフト 1-3月期決算発表
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本資料に関してご留意頂きたい事項

■本資料は、投資環境等に関する情報提供のために三菱UFJアセットマネジメントが作成した資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料では
ありません。販売会社が投資勧誘に使用することを想定して作成したものではありません。

■本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。

■本資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。

■各ページのグラフ・データ等は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示
唆・保証するものではありません。また、税金・手数料等を考慮しておりません。

■本資料に示す意見等は、特に断りのない限り本資料作成日現在の三菱UFJアセットマネジメント ストラテジック・リサーチ部リサーチグルー
プの見解です。また、三菱UFJアセットマネジメントが設定･運用する各ファンドにおける投資判断がこれらの見解に基づくものとは限りません。

本資料中で使用している指数について

「日経平均株価」に関する著作権、知的所有権、その他一切の権利は日本経済新聞社に帰属します。

TOPIX（東証株価指数）、東証REIT指数に関する知的財産権その他一切の権利は株式会社JPX総研又は株式会社JPX総研の関連会社に帰属します。

ドイツ「DAX®」：本指数は、情報提供を目的としており、売買等を推奨するものではありません。

STOXXリミテッドはストックス･ヨーロッパ600指数に連動する金融商品を推奨、発行、宣伝又は推進を行うものではなく、本金融商品等に関し
ていかなる責任も負うものではありません。

FTSE International Limited(“FTSE”)©FTSE。“FTSE®”はロンドン証券取引所グループ会社の登録商標であり、FTSE International Limitedは許可を得
て使用しています。FTSE指数、FTSE格付け、またはその両方におけるすべての権利は、FTSE、そのライセンサー、またはその両方に付与され
ます。FTSEおよびライセンサーは、FTSE指数、FTSE格付け、もしくはその両方、または内在するデータにおける誤りや省略に対して責任を負
わないものとします。FTSEの書面による同意がない限り、FTSEデータの再配布は禁止します。

MSCI WORLD、MSCI EM、MSCI ACWIに対する著作権およびその他知的財産権はすべてMSCI Inc.に帰属します。

S&P先進国REIT指数はS&Pダウ・ジョーンズ・インデックス（S&P DJI）の商品であり、これを利用するライセンスが三菱UFJアセットマネジメ
ント株式会社に付与されています。S&P DJIは、S&P先進国REIT指数の誤り、欠落、または中断に対して一切の責任を負いません。


